























































































































































































































































































































































































































































（27）　前掲注 3破産実務 Q&A 363頁［兼光執筆］。
（28）　山本（和）前掲注 2論文586頁（注17）も同旨。
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かし，破産手続との関係，つまり破産管財人の行為規範としては，兼ねてより
争いがあった超過配当が生じる場合の処理としては，開始時の債権額を基準と
に配当すれば足り配当時の実体債権額を考慮する必要はなく，簡明な方法であ
ると評価されよう（30）。破産手続の迅速性および破産管財人の負担の面からは
評価できるが，その後の処理を当事者の負担としている点で問題は残ると考え
られる。
（c）　破産手続への参加方法
　①説では裁判所の手続によって不当利得が発生することを批判する立場，特
に②説の立場からは，丙の破産手続への参加手法が問題となる。しかし，そも
そも破産法104条 3項但書からは求償権者が債権届出をすることができないた
め，このこととの整合性が問われることになろう（31）。この点について②説は，
破産法104条 3項但書の実質的根拠は，原債権と求償権の二重行使が他の債権
者を害することから認められないという点にあるので，二重行使の問題が生じ
ないルールを形成できればよいとする。そこで②説は，原債権者が債権全額の
弁済を受けることを条件に，求償権者は（求償権の届出ではなく）原債権者の
破産債権を行使する旨をあらかじめ届け出る，─すなわち予備的な届出名義
の変更（破113条）─をし，これに応じて裁判所は原債権者に対する配当の
残額を求償権者に配当することができるとする（32）。
　この問題については，前述のように，そもそも何らかのかたちで破産管財人
が超過部分の発生を確知しなければ配当段階でその帰属を問題とすることには
ならず，破産債権の届出に従い甲に配当されるだけのことである。また，超過
部分が発生しそれを破産管財人が確知した場合でも，届出額や届出名義の変更
（破産113条 1項）があれば（33），配当段階において超過部分を振り分けること
が可能となる。
　よって問題となるのは，債権者と求償権者の間に「その債権の全額が消滅」
（29）　山本（和）前掲注 2論文587頁。
（30）　前掲注 2条解破産法770頁，中井前掲注13論文 1頁。
（31）　前掲注 2条解破産法770頁。
（32）　山本（和）前掲注 2論文588頁。なお，従前は求償権者に求償権の届出を
求めるという説であったが（伊藤ほか編前掲注 1書369頁［山本発言］），破
産法104条 4項の趣旨を妥当させるため，ここで改説されている。
（33）　実務上，破産管財人としては配当により超過が生じないか債権者の保証人
からの回収額には注意を払い，配当により超過が生じることを知れば破産裁
判所に報告して対策を協議するべきであるし，債権者に過分な利得が生じな
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したかどうかなどについて争いがある場合や，配当によって債権者の債権全額
が消滅すると同時に超過配当額が生じる場合であって届出名義の変更が不可能
な場合などであろう。後者の問題については前述のように②説では予備的な届
出名義の変更によって対処することが可能となると考えられるが，仮に原債権
者と求償権者の間に弁済等について争いがあるときも，裁判所は一応の判断を
して届出名義の変更の可否を定めれば足り，なお争いが残る場合には不当利得
等の訴訟に委ねることが主張されている（34）。
　しかし本件最高裁決定は，予備的届出を行っておくという措置について否定
するとともに，破産債権者表において届出破産債権が確定した後については，
配当表作成段階において②説による処理を配当表の備考欄に記載して超過分を
調整する対処も認めない。また，配当の実施により超過配当が見込まれるもの
の，まだ配当を受けておらず債権の全額が消滅していない段階においては，破
産法104条 4項により求償権者が超過分について代位する余地がないと指摘し
ている。
　さらに木内裁判官の補足意見は，確定した破産債権者表の記載を変更する手
続は破産手続内に備えられておらず，手続外で行われる請求異議の訴えなどに
よって確定判決と同一の効力（破産124条 3項，131条）が覆されない限り配当
表が変更されることはないし，他に配当調整の規定は設けられていないと指摘
する。この点，配当によって実体債権額を超過する場合には，確定判決と同一
の効力を有する破産債権者表を，破産手続外の請求異議訴訟などによって変更
すればそれが可能となるという指摘とも考えられるが，このような請求異議の
訴えの「流用」が認められるべきかについては慎重に検討する必要があり（35），
この点が明確にならない限りは破産手続内における破産管財人による調整の方
が実際的であるように思われる。
いよう②説の意図する実体上の権利関係に沿う調整を図ることが望ましく，
できる限り債権者と保証人間の調整を行い，超過部分の破産債権については
保証人に届出名義を変更させるよう促すべきである（113条 1項，破産規則
35条）と指摘するのは，豊島＝上田前掲注 3論文39頁。
（34）　山本（和）前掲注 2論文588頁。
（35）　民事執行の場面での請求異議の訴えの拡張傾向を指摘し，債務名義の種類
や異議事由により訴えの構造が変わりうることを指摘するものとして，松村
和徳『民事執行救済制度論』（成文堂，1998年）220頁。また，破産管財人が
破産債権者表の記載に対する不服申立てとして請求異議の訴えを提起できる
とする理解に対し，本来的な適用とは言い難いとしつつ，破産債権の行使範
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4 ）　おわりに
　本判最高裁決定は，従来，明らかでなかった破産配当において超過部分が生
じる場合の破産管財人の処置として，超過配当を認める点に意義がある。これ
により破産管財人の負担は軽減され，破産手続が迅速に進行することが期待さ
れる。他方，実体法との齟齬については，それを事後的に調整する負担が，特
に不当利得の成否，弁済額等に争いがある場合には，誠実に義務を履行した全
部業務者や物上保証人に課される点，また，その手続が必ずしも明らかではな
い点に問題がある。
　さらに，原債権者の権利を代位権利者の権利に優先することを明文化した改
正民法502条（36）との関係においては，破産法104条の解釈あるいは立法問題が
指摘されており（37），今後の議論が注目されるところである。
囲を調整するための「流用」であることから，「超過部分の原債権者への配
当を許さない」旨の請求異議の訴えの応用可能性を指摘するものとして，松
下（淳）前掲注 5論文1337頁。
（36）　民法改正時の議論の詳細については，栗田隆「全部義務者の破産と民法改
正」関西大学法学論集65巻 5号（2016年）65頁。
（37）　破産法104条の解釈論，立法論を試みるものとして，山本（和）前掲注 2
論文592頁以下。
